
 退職手当支給額の算出例   

 

    平成 30年４月１日以降に退職される定年退職者・勧奨退職者の退職手当の計算は、    

   次のとおりになります。 

 

 ●例１ 定年退職の場合 

       退職日の給料月額 400,000 円 

       在職期間（年数） 38 年（休職等による除算期間 3 月） 

       退職手当算定上の勤続期間 37 年 9 月 ⇒ 37 年 

       支給率      47.709 月（57 月×100 分の 83.7） 

       職員の区分    第 4 号区分（43,350 円）⇒ 24 月 

第 5 号区分（32,500 円）⇒ 36 月 

                                          

  

 （退職日の給料月額）  （支給率）  （退職手当基本額①） 

     400, 000 円 × 47.709 月 ＝  19,083,600 円（一円未満切捨）・・・① 

 

   （職員の区分に応じた調整月額）  （在級月数）  （退職手当調整額②） 

    第 4 号 43,350 円 ×    24 月   ＝  1,040,400 円  

    第 5 号 32,500 円 ×    36 月 ＝  1,170,000 円 

                     合 計 2,210,400 円・・・・・・・・・② 

 

   （退職手当基本額①）  （退職手当調整額②）  （退職手当支給額） 

     19,083,600 円 ＋    2,210,400 円 ＝  21,294,000 円 

 

【税額】（詳細は、税務署にお問い合わせください） 

 

(退職手当支給額)   (退職所得控除額) 

課税対象額 （21,294,000 円   －  20,600,000 円）×1/2＝347,000 

⇒ 347,000 円（千円未満切捨） 

 

(課税対象額) (所得税率) (復興特別所得税)        (所得税) 

１ 所得税   347,000 円×5%×102.1%＝17,714.35 ⇒ 17,714 円（一円未満切捨） 

 

(課税対象額)   (市町村民税率)       (市町村民税) 

２ 市町村民税 347,000 円 × 6% ＝ 20,820 ⇒ 20,800 円（百円未満切捨） 

 

(課税対象額)  (県民税率)        （県民税） 

３ 県民税   347,000 円 × 4% ＝ 13,880 ⇒ 13,800 円（百円未満切捨） 

 

(退職手当支給額)   (所得税)   (市町村民税)   (県民税) ＝ (差引支給額(手取額) ) 

     21,294,000 円  － 17,714 円－  20,800 円  － 13,800 円 ＝  21,241,686 円 



 

   ●例２ 勧奨退職の場合 

       年 齢      58 歳 

       退職日の給料月額 400,000 円 

       特例給料月額   416,000 円 

        特例給料月額＝（退職時の給料月額）×｛１＋（0.02×定年までの残年数）｝ 

          

       勤続期間（年数） 34 年（勤続期間の端数月数は、切捨てる） 

       支給率      46.83015 月 

       職員の区分    第 5 号区分（32,500 円）⇒ 60 月 

 

   （特例給料月額）  （支給率）  （退職手当基本額①） 

     416, 000 円 × 46.83015 月 ＝ 19,481,342.4 

 ⇒ 19,481,342 円（一円未満切捨）・・・① 

 

   （職員の区分に応じた調整月額）  （在級月数）  （退職手当調整額②） 

    第 5 号 32,500 円 ×    60 月 ＝  1,950,000 円・・・・・・・・・② 

 

   （退職手当基本額①）  （退職手当調整額②）  （退職手当支給額） 

     19,481,342 円 ＋    1,950,000 円 ＝  21,431,342 円 

 

 

  【税額】（詳細は、税務署にお問い合わせください） 

 

※ 課税対象額  

(退職手当支給額)   (退職所得控除額) 

（21,431,342 円  －  17,800,000 円） × 1/2 ＝1,815,671 

⇒ 1,815,000 円（千円未満切捨） 

 

(課税対象額)  (所得税率) (復興特別所得税) 

１ 所得税   1,815,000 円 × 5% × 102.1% ＝ 92,655.75 

（所得税） 

⇒92,655 円（一円未満切捨） 

 

(課税対象額)   (市町村民税率)         (市町村民税) 

２ 市町村民税 1,815,000 円 × 6% ＝ 108,900 ⇒ 108,900 円（百円未満切捨） 

 

(課税対象額)   (所得税率)           （県民税） 

３ 県民税   1,815,000 円 × 4% ＝  72,600 ⇒  72,600 円（百円未満切捨） 

 

 

  (退職手当支給額)   (所得税)    (市町村民税)   (県民税) ＝ (差引支給額(手取額）) 

     21,431,342 円 － 92,655 円 －  108,900 円  － 72,600 円 ＝  21,157,187 円  



  

 退職手当の試算   

 

    一般職の職員に対する退職手当は、原則として次の式で算出されます。 

      退職手当の基本額  ＋   退職手当の調整額 ＝ 退職手当支給額 

    （退職日給料月額×支給率）   （調整月額×60）   

 

    例１ 定年退職の場合 

       勤続期間（年数）    年（勤続期間の端数月数は、切捨てる） 

       支給率         月（勤続年数、退職事由に応じた支給率） 

       （退職日の給料月額）  （支給率）   （退職手当基本額） 

               円 ×     月  ＝          円・・① 

      （職員の区分に応じた調整月額）（在級月数） （退職手当調整額） 

       第 号     円 ×（最高）60 月  ＝          円・・② 

      （退職手当支給額 ①＋②） （税額）    （差引支給額（手取額）） 

               円 －      円 ＝         円 

 

    例２ 自己都合退職の場合 

       年 齢         歳 

       勤続期間（年数）    年（勤続期間の端数月数は、切捨てる） 

       支給率         月（勤続年数、退職事由に応じた支給率） 

       （退職日の給料月額）   （支給率）   （退職手当基本額） 

               円 ×     月  ＝          円・・① 

      （職員の区分に応じた調整月額）（在級月数） （退職手当調整額） 

       第 号     円 ×（最高）60 月  ＝          円・・② 

      （退職手当支給額 ①＋②） （税額）    （差引支給額（手取額）） 

               円 －      円 ＝          円 

 

◇  退職手当の調整額 

  退職手当の調整額は、基礎在職期間(平成８年４月１日以後の期間に限る。)の初日の属 

する月から末日の属する月までの各月ごとに、当該各月にその者が属していた職員の区分 

(給料表の等級による)に応じて定める調整月額のうち、その額が多いものから 60 月分の調 

整月額を合計した額になります。（勤続年数によって減額される場合があります。） 

なお、適用職員については、市町村ごとに定められた区分に基づき算定することになり 

ますので、組合市町村の担当者又は当組合事務局へお尋ねください。 

職員の区分 調 整 月 額 職員の区分 調 整 月 額 

第１号区分 ６５，０００円 第５号区分 ３２，５００円 

第２号区分 ５９，５５０円 第６号区分 ２７，１００円 

第３号区分 ５４，１５０円 第７号区分 ２１，７００円 

第４号区分 ４３，３５０円 第８号区分 ０円 

 


